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（単位：千円）

（単位：千円）

増 減 率

0.7% 

1.3% 

21.9% 

3.9% 

企 業 会 計 44,410,259 36,443,950 7,966,309 

総 計 265,304,016 255,372,640 9,931,376 

一 般 会 計 147,077,972 146,041,528 1,036,444 

特 別 会 計 73,815,785 72,887,162 928,623 

                     前 年 同 期 対 比 表
会 計 別 ６ 年 ６ 月 定 例 会 ５ 年 ６ 月 定 例 会 　増　△　減　

総 計
262,295,244 3,008,772           265,304,016

-                   767,485

企 業 会 計 合 計
(0)

44,410,259 -                   44,410,259

24,442,305 -                   24,442,305

農業集落排水事業会計
767,485

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計
19,200,469 -                   19,200,469

下 水 道 事 業 会 計

特 別 会 計 合 計
73,815,785 -                   73,815,785

後期高齢者医療事業会計
4,610,788 -                   4,610,788

介 護 保 険 事 業 会 計
31,812,124 -                   31,812,124

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 会 計 62,493 -                   62,493

国民健康保険事業会計
29,733,584 -                   29,733,584

学 校 給 食 費 会 計
1,444,853 -                   1,444,853

病 院 事 業 債 管 理 会 計
2,117,432 -                   2,117,432

廃 棄 物 発 電 会 計
347,999 -                   347,999

大 森 山 動 物 園 会 計
528,433 -                   528,433

公設地方卸売市場会計
605,810 -                   605,810

市 営 墓 地 会 計
89,556 -                   89,556

市 有 林 会 計
241,239 -                   241,239

3,008,772           147,077,972

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計
2,221,474 -                   2,221,474

令和６年６月定例会補正予算（先議分）

会 計 別 現 計 予 算 ６ 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

一 般 会 計
144,069,200
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補正予算資料

今回の補正予算は、国の総合経済対策関連事業により編成した。

（単位：千円）

１ 国の総合経済対策関連事業

(1) 新 物価高騰支援給付金給付事業 3,008,772

国の総合経済対策における低所得者支援および定額減税を補足するた

めの給付を行う。

①定額減税しきれないと見込まれる者への給付(調整給付)(企画財政部)

2,487,707千円

・対 象：納税者および配偶者を含めた扶養親族に基づき算定され

る定額減税可能額が、当該納税者の令和６年分推計所得

税額又は令和６年度分市県民税所得割額を上回る者

・給付額：定額減税可能額が、令和６年分推計所得税額又は令和６

年度分市県民税所得割額を上回る額の合算額を基礎とし

て１万円単位で切上げた額

※定額減税可能額

所得税分＝３万円×減税対象人数

市県民税所得割分＝１万円×減税対象人数

・対象者：約60,000人

②新たに住民税非課税等となる世帯への給付（福祉保健部）

521,065千円

・対 象：基準日（令和６年６月３日）において市内に住所を有

し、令和６年度市県民税非課税世帯および令和６年度市

県民税の均等割のみが課税される世帯（令和５年度給付

対象世帯を除く）

・給付額：１世帯につき10万円

また、対象世帯のうち、18歳以下の児童を扶養している

世帯には児童一人につき５万円を加算（こども加算）

・世帯数：約4,800世帯（こども加算分として310世帯、児童480人）


